
【原材料情報政令の位置付け】

改正クリーンウッド法に関する政令（原材料情報政令及び施⾏期⽇政令）の概要

川上・⽔際の⽊材関連事業者に合法性の
確認等を義務化

川上・⽔際の⽊材関連事業者は、原材料情報の収集
等をし、違法伐採に係る⽊材等に該当しない蓋然性が
⾼いかどうかについて確認

原材料情報
１ 樹種及び伐採地域
２ 以下のいずれかの情報
① 森林法の伐採造林届（国内）
② 原産国発⾏の伐採証明書（国外）
③ ①か②に代わる違法伐採に係る⽊材等に
該当しない蓋然性が⾼いことを証する情報

政令で規定

川上の⽊材関連事業者
原⽊市場、製材事業者 等

素材⽣産販売事業者
⽴⽊の伐採、販売等

消費者
海外の

⽊材輸出事業者

⽊材関連事業者

他の⽊材関連事業者
家具製造事業者、
製紙製造事業者、
建築事業者、
⼩売事業者 等

⽔際の⽊材関連事業者
輸⼊事業者

は、木材等流通の流れをさす

【政令の内容】
１ 合法伐採⽊材等の流通及び利⽤の促進に関する法律第六条第⼆項第⼆号の情報を定める政令（原材料情報政令）
（１）国内材においては、森林法の伐採造林届に代わる情報として、森林経営計画書の写し、保安林伐採許可書の写し、

国有林を伐採したことを国により証明された書類の写し 等
（２）国外材においては、原産国発⾏の伐採証明書に代わる情報として、原産国の政府機関に準ずるもの（州政府等）

や輸出国が発⾏した証明書の写し、原産国政府等に提出された届出書の写し 等
（３）（１）及び（２）のほか、地⽅公共団体や主務⼤⾂（農林⽔産⼤⾂及び経済産業⼤⾂）が指定する者により合法

性が確認されたと認証したことを⽰す情報（例︓県産材証明や森林認証 等）
２ 合法伐採⽊材等の流通及び利⽤の促進に関する法律の⼀部を改正する法律の施⾏期⽇を定める政令（施⾏期⽇政令）
クリーンウッド法の⼀部を改正する法律の施⾏期⽇を令和７年４⽉１⽇に定める




